
平成27年度住民税の算出方法は…？平成27年度住民税の算出方法は…？
　平成27年度の住民税（町・県民税）の納税通知書は今月送付します。
その算出方法は次のとおりです。 税務課町民税係 ２１５２内
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税額の通知

給与の支払の際
税額を徴収

給与支払報告書提出

税額の通知

税額の納入

税額の
計　算

申告書の提出

税額の
計　算

税額の通知（6月）
（納税通知書）

納税（6月、8月、
10月、翌年の1月） 

※住民税の年金からの特別徴収制度の導入は、納税方
法を変更するものであり、新たな税負担が生じるもの
ではありません。

年金の支払の際
税額を徴収 

年金支払報告書提出 

税額の納入

税額の通知

税額の
計　算

　住民税（町・県民税）は、〈普通徴収〉〈給与からの特別徴収〉
〈年金からの特別徴収〉のいずれかの方法で納税していただくことになります。納税の方法

●普通徴収（個人納付） ●給与からの特別徴収

●年金からの特別徴収
公的年金にかかる住民税を、各支給月の公的年金から天引きする方法です。

　町から送付される納税通知書により、 6月、 8月、
10月、翌年 1月の 4回の納期で直接納付していただく
方法です。

【対象者】
　 4月 1日現在で65歳以上の方のうち、住民税の納税
義務があり、特別徴収の対象となる老齢年金等を受給
している方
※ただし、次の方は特別徴収の対象になりません。
①介護保険料が公的年金から特別徴収されていない
②特別徴収される公的年金の年間給付額が18万円未満
である
③当該年度の特別徴収税額が老齢基礎年金等の額を超
える
④ 1月 1日以後に町外に転出した

〈今年度から新規対象となる方〉
　今年度から上記の条件に該当し、新たに天引きの対
象となる方は、10月より住民税の公的年金からの特別
徴収が開始されます。（納税通知書の「年金分特別徴
収税額」欄に金額が載っている方）
＜すでに年金天引きされている方＞
　転出や税額変更等により、年度の途中で特別徴収が
停止となった場合を除き、引き続き特別徴収となりま
す。
　その場合、27年度の住民税額が確定する前に、26年
度の最後（本年 2月分）の税額と同額が、同年 4・ 6・
8月分から仮に徴収されます。27年度の税額決定後、
仮徴収で納めていただいた額の残りを、同年10・12・
翌年2月で特別徴収し、調整します。

※天引きされるのは、年金所得の金額から計算した住
民税のみです。給与や不動産・事業所得など、その他
の所得にかかる住民税は、これまでどおり給与からの
特別徴収または普通徴収（納税通知書）により納めて
いただきます。

【対象となる年金】
　国民年金、厚生年金、共済年金、企業年金、退職年
金などを含むすべての公的年金（障害年金や遺族年金
を除く）の所得に係る住民税が、老齢または退職を支
給事由とする公的年金（老齢基礎年金または老齢年金、
退職年金等）から特別徴収されます。

※すでに、納税通知書により特別徴収額をお知らせし
ている方でも、７月以降に他市町村への転出・税額の
変更・年金の支給停止・介護保険料の特別徴収が中止
された場合などは、特別徴収が中止になり、普通徴収
により納めていただくことになります。

　町から給与支払者（会社）を通して税額通知書が通
知され、給与支払者（会社）が毎月給与を支払う際、
給与からその月の税金を天引きして翌月の10日までに
町に納入する方法です。徴収は、 6月から翌年 5月ま
での12か月となっています。
　年の途中で退職され、未徴収月分がある方は、普通
徴収（個人納付）に切り替わる場合もあります。
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